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論文内容の要旨
審査論文「強制と緊急避難」は、刑法上の不処罰事由である強制と緊急避難を素材として、緊急状況に
おける正当化と免責の関係を、歴史的・比較法的・理論的に検討し、著者独自の見解を示したものである。
強制とは、抗拒不能な力により犯罪の実行を余儀なくされることをいい、力が被強要者の身体に作用する
物理的強制!と、カがその内面に作用する心理的強制とに分かれる。
序章「孜が国における問題状況Jでkt. I日刑法 0880年)74条の強制の規定が現行刑法(1907年)制定
の過程で削除されるに至った経緯が、資料および当時の学説から明らかにされ、それによって心理的強制
に関する明文の根拠規定が欠けるに至ったことが示されている。さらにその後の学説・半1例を検討したう
え、近時、強制による行為は背後者の不法に加相するものであるから被害者の社会連帯義務が否定され、
被強要者にif当化的緊急避難は認められないという宅彊(違法阻却否定説)が有力であるが、このような
理解には問題があるとし、この問題を解決するためには、第1に緊急避難規定の適用をアプリオりに排除
するような強制の独自性は;存在するか、第2にその適用が排除される場合における免責基準は何かの検討
を要するとしている。
第l章「ドイツにおける問題状況」では、強制と緊急避難に関する18世紀以降のドイツの立法・学説・
判例を跡づけ、そこでは、心理的強制に免責的緊急避難(刑法35条)の適用を否定する説はなく、その範
聞が限定されていることもあって正当化的緊急避難 (34条)の適用の可否が問題になっていること、近時
は違法阻却宵定説も有力であり、強制の独自性(排他性〉は否定されていることなどが示されている。
第2章「フランスにおける問題状況」でも、 18世紀以降の立法・判例・学説が紹介されている。そこで
は、強制はjよく捉えられ、物理的強制と心理的強制に分け、それぞれを外的原因と内的原凶に分けて論じ
られており、とくに外的原因から生じる心理的強制について、強制(刑法122-2条)と緊急避難(122-7
条)との相互補完・重なりを説、める説が有力であることなどが示されている。
「結論jでは、被強要者は背後者の違法目的の被害者であること、被強要者の被害者に一定の範囲で正
当防衛権を認めるべきことからすると、強制に緊急避難規定(著者は可罰的違法性阻却中心の二分説に立
つ)の適用を認め、それが適用されない場合にも、強制と緊急避難には前提状況および、刑罰目的論上の共
通性があるから、強制の抗拒不可能性を顧慮して広く免責を認めるべきであると主張している。
論文審査の結果の要旨
刑法における強制についてのわが凶における先行研究は概めて之しく、本論文はこの分野に関するはじ
めての本格的研究である。従来の議論がともすればドイツ刑法における議論の引き写しの感を否めない状
況にあったのに対し、ドイツ刑法のみならず、わが国の旧刑法およびその母法であるフランス刑法につい
一168-
て詳細な検討を行い、しかもそれらを有機的に関連づけることを通じて、申請者自身の結論が導かれてい
る点に本論文の特徴があり、悟史的・比較法的・理論的研究として高水準のものと評価できる。
申請者には、すでに「緊急避難の不可罰性と第三者保護に関する一考察一フランス刑法を中心として一
(1 )~( 3・完)J(市大法学雑誌44巻 1-3弓ー)と逝する公表論文があり、そこで展開された刑法37条(緊
急避難)に関する可部的違法性阻却中心の二分説(保全法益が侵害法話に著しく優越する場合には違法阻
まIJを認める)が、本論文でも申請者の結論を導く基礎になっており、理論的にもー一貫しているの本説に対
しては、法誌同価値(とくに生命対生命〉の場合に責任阻却を認める違法阻去IJ中心の二分説からの批判、
その場合にも違法阻却を認める違法問却一元説からの批判、さらに民法の緊急避難規定との関連について
の議論が予怨され、その帰趨は今後の論争に委ねられている。
IH刑法から現行刑法への過程で強制の規定が削除され、緊急避難規定が置かれたことの持つ忘味(責任
阻却の一般規定の欠如)、現行刑法とドイツ刑法(任当化的緊急避難と免責的緊急避難の規定を有する)と
の違いを意識しつつなされている違法租却否定説の吟味、フランス刑法(強制と緊急避難の規定を有する)
における広い強制概念、のわが凶の議論への示唆、さらに適法行為を利用した違法行為という主張(最小限
従属形式説〉に対する批判など、いずれも説得的である。
もっとも、申請者の刑罰目的論の位置.づけ、可罰的責任論に対する評価は必ずしも明らかではなく、そ
れに関連して刑法37条 1項但書(過剰避難)i刑の免除」の犯罪論体系における怜置づけも明確とはいえな
い。また、共犯論における長ー小限従属形式説に対する批判は適切であるが、それに代わる向説が明確でな
いなど、さらに検討を要する点は残されているが、いずれも本論文の結論を左右するものではない。
以上の理由により、申請論文は、刑法学に置ける正当化と免責、とりわけ強制の問題について、新たな
知見と独白の見解を示した独創的な研究であり、申請者の高い研究能力を証明するものである。よって博
士の学位を授与することが適当であると考える。
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